
令和元年１０月２４日

大分県福祉保健部障害福祉課

福祉・介護職員等特定処遇改善加算について
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本日の説明項目

１ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

２ グループ分け

３ 配分ルールの注意点

４ 計画書の記載方法と注意点

参考：令和元年５月１７日付け障障発0517第1号

「福祉・介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方

並びに事務処理手順及び様式例の提示について」
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について3

特定処遇改善加算の
イメージ図



福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【算定根拠】

事業所における経験・技能のある障害福祉人材のうち

１人以上に対して

①月額平均８万円以上（現行加算含めない）

②年額440万円以上（現行加算含めてもよい）

どちらかの賃金改善が必要となる
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について5

Ｑ＆Ａ Ｎo.１（令和元年５月１７日） 問６ 抜粋



福祉・介護職員等特定処遇改善加算について6

Ｑ＆Ａ Ｎo.２（令和元年７月２９日） 問７ 抜粋



福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【対象外のサービス】

・就労定着支援

・自立生活援助

・一般相談（地域移行支援・地域定着支援）

・特定相談（計画相談支援）

・障害児相談支援
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【賃金改善の考え方】

・基本給 安定的な処遇改善から

・手当（退職手当を除く） 基本給が望ましい

・賞与等

【賃金水準の比較の考え方】

①特定加算取得前の賃金水準

②特定加算を取得し実施される賃金水準

現行加算の賃金改善
と区別して判断する

必要がある
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【特定処遇改善加算単位の計算方法】

（基本報酬＋現行加算を除く各種加算減算）×加算率
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について10



福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

①配置等要件

②現行加算要件

③職場環境等要件

④見える化要件

① ② ③ ④

区分１ ○ ○ ○ ○

区分２ × ○ ○ ○

区分なし ○ ○ ○

要件は４つ

11



福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

①配置等要件

福祉専門職員配置等加算

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護にあっては

特定事業所加算）を算定していること。

 ポイント 

※重度障害者等包括支援、施設入所支援、居宅訪問型児童発達支
援、保育所等訪問支援にあっては配置等要件がないため、 特定加
算の区分は１つとなります。（＝「区分なし」）
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

②現行加算要件

処遇改善加算（加算区分Ⅰ～Ⅲのいずれか）を算定していること。

④見える化要件（2020年度より要件）

ホームページへの掲載等により公表していること。

具体的には、障害福祉サービス等情報公表制度を活用

③職場環境等要件

複数の取組を区分ごとに1つ以上実施し、その内容を全ての職員に
周知していること。
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【計画書の申請パターン】

①事業所（サービス種別）ごとに提出する場合

②法人単位で一括申請する場合

③一体的な事業所で申請する場合

福祉・介護職員等特定処遇改善加算について14



【計画書の申請パターン】

①事業所（サービス種別）ごとに計画書を提出する場合

福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

事業所ごとに、経験・技能のある障害福祉人材１名以上の賃金改
善が必要
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Ａ Ｂ Ｃ

事業所Ａ～Ｃでそれぞれ計画書を提出の場合

それぞれの事業
所ごとに経験・
技能のある障害
福祉人材１名以
上の賃金改善が

必要
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【計画書の申請パターン】

②法人で計画書を一括提出する場合

福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

事業所の数に応じた経験・技能のある障害福祉人材の賃金改善が
必要
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

Ｑ＆Ａ Ｎo.１（令和元年５月１７日） 問１５ 抜粋
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Ａ Ｂ Ｃ

法人で一括申請する場合①

事業所の数に応
じた経験・技能
のある障害福祉
人材の設定・賃
金改善が必要
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Ａ Ｂ Ｃ

法人で一括申請する場合②

事業所の数に応
じた経験・技能
のある障害福祉
人材の設定・賃
金改善が必要
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Ａ Ｂ Ｃ

法人で一括申請する場合③

事業所の数に応
じた経験・技能
のある障害福祉
人材の設定・賃
金改善が必要
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【計画書の申請パターン】

③一体的な事業所で申請する場合

福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

一体的な事業所（＝同一事業所）と考え、事業所の数に応じた

経験・技能のある障害福祉人材の賃金改善が必要
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

Ｑ＆Ａ Ｎo.２（令和元年７月２９日） 問１０ 抜粋
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Ａ Ｂ Ｃ

Ａ～Ｃが一体的な事業所で申請する場合①

Ａ´
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Ａ Ｂ Ｃ

法人で一括申請する場合（同一事業所なし）②

Ｄ
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Ａ Ｂ Ｃ

法人で一括申請する場合（同一事業所あり）②´

Ｄ
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【例外】

①既に年額440万円以上の者がいる場合は、当該要件は満たし
ているものとする

 新たに設定する必要ない
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【例外】

②賃金改善が困難な場合

（＝月額平均８万円or年額４４０万円以上の賃金改善が不可）

 合理的な理由を求めることとする
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算について

【合理的な理由の例】

・小規模事業所等で加算額全体が少額である場合

・職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金
を引き上げることが困難な場合

・８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所
内の階層・役職やそのための能力・処遇を明確化することが必
要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定
期間を要する場合

厚生労働省通知 Ｐ４ 抜粋
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【事業所ごとに従業者全員のグループ分けを行う】

グループ１ 経験・技能のある障害福祉人材

グループ２ 他の障害福祉人材

グループ３ その他の職種

グループ分け30



【グループ１ 経験・技能のある障害福祉人材】

所属する法人等における勤続年数10年以上の職員を基本としつつ、
他の法人における経験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各
事業所の裁量で設定することとする。

【対象者】

・福祉・介護職員（※）のうち介護福祉士、社会福祉士、精神保
健福祉士又は保育士のいずれかの資格を保有する者

・心理指導担当職員（公認心理師含む）

・サービス管理責任者

・児童発達支援管理責任者

・サービス提供責任者

グループ分け31



【各事業所の裁量の設定する際の注意点】

グループ分け

勤続年数６年以上で【技能のある障害福祉人材】
にあたるもの

すでに事業所内で設けられている能力評価や
等級システムを活用するなど１０年以上の勤
続年数を有しない者であっても業務や技能等
を勘案して対象とする
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Ｑ＆Ａ Ｎo.１（令和元年５月１７日） 問４ 抜粋

グループ分け33



【グループ２ 他の障害福祉人材】

経験・技能のある障害福祉人材に該当しない福祉・介護職員、心
理指導担当職員（公認心理師含む）、サービス管理責任者、児童
発達支援管理責任者、サービス提供責任者

【対象者例】

・勤続年数１０年以上で該当するいずれの資格も取得していない
福祉・介護職員

・技能面で該当するが、勤続年数が１０年未満

グループ分け34



【グループ３ その他の職種】

障害福祉人材以外の職員

【対象者例】

・看護師 ・栄養士

・事務員 ・運転手

・管理者 ・医師

・調理員 ・ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ など

グループ分け35



【配分対象における職員分類の変更特例】

①「他の障害福祉人材」→「経験・技能のある障害福祉人材」‥表４

②「その他の職種」→「他の障害福祉人材」 ‥表５

※②については、賃金改善前の賃金で年額４４０万円を上回る者は分
類の変更はできない。

グループ分け36



グループ分け37



グループ分け38



配分ルールの注意点

【配分パターン】

・ のみ配分

・ と ※ グループ１の平均賃金改善額がグループ２の２倍以上であることが必要！

・ と と

※ グループ１の平均賃金改善額がグループ２の２倍以上であることが必要！

※ グループ２の平均賃金改善額がグループ３の２倍以上であることが必要！

 注意 

の賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円を上回らないこと
（賃金改善前の賃金がすでに年額440万円を上回る場合には、当該職員は特定加算による賃金改善の対象となら
ない）

グループ１

グループ３

グループ１ グループ２

グループ１ グループ２

グループ３
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配分ルールの注意点

グループ１ グループ１

グループ２

グループ１

グループ２

グループ３
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配分ルールの注意点

■ 他には、以下の配分パターンが想定できます。

・ と 福祉・介護職員の定着が進んでおり、グループ２となる職員がいない場合

※ グループ１の平均賃金改善額がグループ３の4倍以上であることが必要！

・ と グループ１の設定が困難な場合に限る（Q&A Vol.1)問５を参照）※

・ のみへ配分 グループ１の設定が困難な場合に限る（Q&A Vol.1)問５を参照）※

・ のみへの配分はできません

※ グループ１の設定が例外的に困難な場合は、
設定しない理由を計画書に具体的に記載する必要があります 

グループ１ グループ３

グループ２ グループ３

グループ２

グループ３
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計画書の記載方法と注意点

①

⑥

④

③

②

⑦
⑤
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計画書の記載方法と注意点①

事業所単位での申請の
場合、必ず記入すること
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計画書の記載方法と注意点②44



計画書の記載方法と注意点③

「資質の向上」
「労働環境・処遇の改善」
「その他」からそれぞれ
１つ以上取り組むこと
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計画書の記載方法と注意点④

見える化要件は
２０２０年度から必須要件。
→令和元年度は予定でも可。
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計画書の記載方法と注意点⑤

雇用するすべての職員に対し、周知したうえで、
法人印を必ず押印すること
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計画書の記載方法と注意点⑥

必ず ⑥の金額>⑤の金額 になること。
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計画書の記載方法と注意点⑥

⑧の金額が⑦の金額の1/2以下

⑨の金額が⑧の金額の1/2以下

440万円を超えないこと
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計画書の記載方法と注意点⑦

必ず記載すること
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計画書の記載方法と注意点⑦

理由を必ず記載すること
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計画書の記載方法と注意点（法人一括申請）52



計画書の記載方法と注意点（法人一括申請）

指定権者毎に作成

各事業所でグループの設定を行うこと

A＜Bとなること
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計画書の記載方法と注意点（法人一括申請）

Ｑ＆Ａ Ｎo.１（令和元年５月１７日） 問１９ 抜粋
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計画書の記載方法と注意点（法人一括申請）

Ｑ＆Ａ Ｎo.３（令和元年１０月１１日） 問２ 抜粋
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計画書の記載方法と注意点（変更特例）

必ず記載すること
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